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新潟市公文書管理条例（令和３年条例第３号）新旧対照表 【令和５年４月１日施行】 

改正後 改正前 備考 

第１条～第９条  （略） 

（特定歴史公文書の保存等） 

第１０条 市長は、特定歴史公文書を、第21条の規定により廃棄さ

れるに至る場合を除き、永久に保存しなければならない。 

２ 特定歴史公文書は、その内容、保存状態、時の経過、利用の状

況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所

において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置

を講じた上で保存しなければならない。 

３ 市長は、特定歴史公文書に個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報及び新

潟市死者情報の開示に関する条例（令和５年条例第 号。以下

「死者情報開示条例」という。）第２条第２号に規定する死者情

報が記録されている場合には、当該個人情報及び死者情報の漏

えいの防止のために必要な措置を講じなければならない。 

４ 市長は、規則で定めるところにより、特定歴史公文書の適切な

保存及び利用に資するために必要な事項を記載した目録を作成

し、公表しなければならない。 

第１１条  （略） 

（利用請求の取扱い） 

第１２条 市長は、利用請求があった場合には、次に掲げる場合を除

き、これを利用させなければならない。 

(１) 当該特定歴史公文書が実施機関から移管されたものであっ

て、当該特定歴史公文書に次に掲げる情報が記録されている場合 

第１条～第９条  （略） 

（特定歴史公文書の保存等） 

第１０条 市長は、特定歴史公文書を、第21条の規定により廃棄さ

れるに至る場合を除き、永久に保存しなければならない。 

２ 特定歴史公文書は、その内容、保存状態、時の経過、利用の状

況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所

において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置

を講じた上で保存しなければならない。 

３ 市長は、特定歴史公文書に個人情報（新潟市個人情報保護条例

（平成13年新潟市条例第４号。以下「個人情報保護条例」とい

う。）第２条第１号の規定する個人情報をいう。）が記録されて

いる場合には、当該個人情報の漏えいの防止のために必要な措

置を講じなければならない。 

 

４ 市長は、規則で定めるところにより、特定歴史公文書の適切な

保存及び利用に資するために必要な事項を記載した目録を作成

し、公表しなければならない。 

第１１条  （略） 

（利用請求の取扱い） 

第１２条 市長は、利用請求があった場合には、次に掲げる場合を除

き、これを利用させなければならない。 

(１) 当該特定歴史公文書が実施機関から移管されたものであっ

て、当該特定歴史公文書に次に掲げる情報が記録されている場合 
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 ア 情報公開条例第６条第１号に掲げる情報 

イ 情報公開条例第６条第２号に掲げる情報 

ウ 情報公開条例第６条第２号の２に掲げる情報 

エ 情報公開条例第６条第３号に掲げる情報 

オ 情報公開条例第６条第４号に掲げる情報 

カ 情報公開条例第６条第６号ア又はオに掲げる情報 

(２) （略） 

２ （略） 

３ 市長は、第１項第１号及び第２号に掲げる場合であっても、当該

特定歴史公文書が、同項第１号アからカまでに掲げる情報又は同項第

２号の条件に係る情報が記録されている部分とその他の部分からな

る場合において、これらの部分を容易に、かつ、利用請求の趣旨を失

わない程度に合理的に分離できるときは、利用請求者に対し、その他

の部分に記録された情報を利用させなければならない。 

（利用請求に対する決定等）  

第１３条 市長は、利用請求があったときは、第１９条の規定により

一般の利用に供するものを除き、当該利用請求があった日から１４

日以内に、当該利用請求に係る特定歴史公文書を利用させるかどう

かの決定（以下「利用決定等」という。）をしなければならない。

ただし、第１１条第２項の規定により補正を求めた場合にあって

は、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。  

２～４ （略） 

５ 市長は、利用請求に係る特定歴史公文書が著しく大量であるた

め、利用請求があった日から４４日以内にその全てについて利用決

定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれが

ア 情報公開条例第６条第１号に掲げる情報 

イ 情報公開条例第６条第２号に掲げる情報 

 

ウ 情報公開条例第６条第３号に掲げる情報 

エ 情報公開条例第６条第４号に掲げる情報 

オ 情報公開条例第６条第６号ア又はオに掲げる情報 

(２) （略） 

２ （略） 

３ 市長は、第１項第１号及び第２号に掲げる場合であっても、当該

特定歴史公文書が、同項第１号アからオまでに掲げる情報又は同項第

２号の条件に係る情報が記録されている部分とその他の部分からな

る場合において、これらの部分を容易に、かつ、利用請求の趣旨を失

わない程度に合理的に分離できるときは、利用請求者に対し、その他

の部分に記録された情報を利用させなければならない。 

（利用請求に対する決定等）  

第１３条 市長は、利用請求があったときは、第１９条の規定により

一般の利用に供するものを除き、当該利用請求があった日から起算

して１５日以内に、当該利用請求に係る特定歴史公文書を利用させ

るかどうかの決定（以下「利用決定等」という。）をしなければな

らない。ただし、第１１条第２項の規定により補正を求めた場合に

あっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。  

２～４ （略） 

５ 市長は、利用請求に係る特定歴史公文書が著しく大量であるた

め、利用請求があった日から起算して４５日以内にその全てについ

て利用決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずる
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用請求に対する非開

示情報を追加。 
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ある場合には、第１項及び前項の規定にかかわらず、利用請求に係

る特定歴史公文書のうちの相当の部分につき当該期間内に利用決

定等をし、残りの部分については相当の期間内に利用決定等をする

ことができる。この場合において、市長は、第１項に規定する期間

内に、利用請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなけ

ればならない。  

 （１） この項を適用する旨及びその理由  

 （２） 残りの部分の特定歴史公文書について利用決定等をする期   

  限 

（本人情報等の取扱い）  

第１４条 市長は、第１２条第１項第１号イの規定にかかわらず、同

号イに掲げる情報により識別される特定の個人（以下この項におい

て「本人」という。）から、当該情報が記録されている特定歴史公

文書について利用請求があった場合において、規則で定める本人で

あることを示す書類の提示又は提出があったときは、本人の生命、

健康、生活又は財産を害するおそれがある情報が記録されている場

合を除き、当該特定歴史公文書につき同号イに掲げる情報が記録さ

れている部分についても、利用させなければならない。 

２ 市長は、第１２条第１項第１号イに掲げる情報であって、死者に

関する情報が記載されている特定歴史公文書について、次に掲げる

者から利用請求があった場合に、規則で定める書類の提示又は提出

があったときは、前項の規定により利用させなければならない。 

(１) 死者情報開示条例第３条各号に掲げる者 

(２) 審議会の意見を聴いた上で市長が適当であると認める者 

おそれがある場合には、第１項及び前項の規定にかかわらず、利用

請求に係る特定歴史公文書のうちの相当の部分につき当該期間内

に利用決定等をし、残りの部分については相当の期間内に利用決定

等をすることができる。この場合において、市長は、第１項に規定

する期間内に、利用請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通

知しなければならない。  

 （１） この項を適用する旨及びその理由  

 （２） 残りの部分の特定歴史公文書について利用決定等をする期 

  限 

（本人情報の取扱い）  

第１４条 市長は、第１２条第１項第１号イの規定にかかわらず、同

号イに掲げる情報により識別される特定の個人（以下この条におい

て「本人」という。）から、当該情報が記録されている特定歴史公

文書について利用請求があった場合において、規則で定める本人で

あることを示す書類の提示又は提出があったときは、本人の生命、

健康、生活又は財産を害するおそれがある情報が記録されている場

合を除き、当該特定歴史公文書につき同号イに掲げる情報が記録さ

れている部分についても、利用させなければならない。 

２ 市長は、死者を本人とする第１２条第１項第１号イに掲げる情報

が記載されている特定歴史公文書について、次に掲げる者から利用

請求があった場合に、規則で定める書類の提示又は提出があったと

きは、前項の規定により利用させなければならない。 

(１) 個人情報保護条例第１３条第３項各号に掲げる者 

(２) 審議会の意見を聴いた上で市長が適当であると認める者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の個人情報保護

条例では個人情報に

死者情報を含んでい

るが、個人情報保護

法及び法施行条例で

は死者情報は含まれ

ない。 

引き続き、死者情報

が記載された特定歴

史公文書を利用でき

る者に、死者の配偶

者や子等を含めるた

め、死者情報開示条

例の規定に改正。 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 
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２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、特定歴史公文書であって第12条第１項第１号オに該当

するものとして第８条第６項の規定により意見を付されたものを

利用させる旨の決定をする場合には、あらかじめ、当該特定歴史

公文書を移管した実施機関に対し、意見書を提出する機会を与え

なければならない。 

第１６条～  （略） 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （新潟市公文書管理条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の日前に第５条の規定による改正前の新潟市公

文書管理条例第１４条第２項の規定による請求がされた場合にお

ける同条に規定する情報の取扱いについては、なお従前の例によ

る。 

３ 市長は、特定歴史公文書であって第12条第１項第１号エに該当

するものとして第８条第６項の規定により意見を付されたものを

利用させる旨の決定をする場合には、あらかじめ、当該特定歴史

公文書を移管した実施機関に対し、意見書を提出する機会を与え

なければならない。 

第１６条～  （略） 

 

 


